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事例１ 大建工業㈱によるＣ＆Ｈ㈱の株式取得 

 

第１ 本件の概要 

本件は，中密度繊維板（以下「ＭＤＦ」という。）等の木質材料の製造販売業及び

木質材料等を部材とする内装建材等の製造販売業を営む大建工業株式会社（以下「大

建」という。また，大建を最終親会社とする企業結合集団を「大建Ｇ」という。）が，

ＭＤＦの製造販売業を営むホクシン株式会社（以下「ホクシン」という。また，ホク

シンを最終親会社とする企業結合集団を「ホクシンＧ」という。）の１００％出資子

会社で，ホクシン製品の販売会社であるＣ＆Ｈ株式会社（以下「Ｃ＆Ｈ」という。）

の株式を取得し，議決権の過半数を取得すること（以下「本件株式取得」という。）

を計画したものである。また，大建は，本件株式取得と同時に，ホクシンの株式を取

得し，議決権保有比率を約１５％に引き上げることも計画していた。関係法条は，独

占禁止法第１０条である。 

 

第２ 本件審査の経緯及び審査結果の概要 

１ 本件審査の経緯 

大建は，平成２４年４月以降，当事会社が競合する商品であるＭＤＦについて，本

件株式取得が競争を実質的に制限することとはならないと考える旨の意見書を自発

的に当委員会に提出し，当委員会は，大建の求めに応じて同社との間で会合を持った。

その後，同年４月２５日に大建から，独占禁止法第１０条第２項の規定に基づき，本

件株式取得に関する計画の届出があったので，当委員会はこれを受理し，第１次審査

を開始した。当委員会は，前記届出書その他の大建から提出された資料，需要者や競

争事業者等に対するヒアリング等を踏まえつつ，第１次審査を進めた結果，より詳細

な審査が必要であると認められたことから，同年５月２５日に大建に対し報告等の要

請を行い，第２次審査を開始するとともに，同月２８日に，第２次審査を開始したこ

と及び第三者からの意見書を受け付けることを公表した。 

第２次審査において，当委員会は，大建から順次提出された報告等のほか，需要者

や競争事業者等に対するヒアリングやアンケート調査の結果等を踏まえ，本件株式取

得が競争に与える影響について審査を進めた。平成２４年７月頃までには，大建に要

請した報告等の大部分が提出されたところ，論点等の説明が必要と認められたことか

ら，当委員会は当事会社に対し，その時点での検討結果に基づき，論点等の説明を行っ

た。これに対して，当事会社からは追加の主張及び資料提出があり，当委員会は，当

事会社の主張及び資料について検討を行った。その後，当委員会から，ＭＤＦのうち

薄物Ｍタイプ及び厚物Ｍタイプの製品について，競争上の問題を指摘したところ，大

建から当該競争上の問題の解消方法の提示があり，当委員会における検討を経て，大

建は，競争上の問題を解消する措置に係る変更報告書を提出した。 
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なお，大建に対する報告等の要請については，平成２５年１月１１日に提出された

報告等をもって，全ての報告等が提出された。 

 

 ２ 審査結果の概要 

ＭＤＦのうち薄物Ｍタイプ及び厚物Ｍタイプの製品について，大建が当委員会に申

し出た措置を前提とすれば，本件株式取得が一定の取引分野における競争を実質的に

制限することとはならないと判断した。また，これら以外の取引分野については，い

ずれも，本件株式取得が競争を実質的に制限することとはならないと判断した。 

審査結果の詳細は，後記第３から第５までのとおりである。 

 

 

（参考） 

平成２４年４月２５日 株式取得に関する計画の届出の受理（第１次審査の開始） 

      ５月２５日 報告等の要請（第２次審査の開始） 

 平成２５年１月１１日 全ての報告等の受理 

（事前通知期限：平成２５年４月１２日） 

      １月１８日 大建による変更報告書の提出 

      １月２４日 排除措置命令を行わない旨の通知 
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第３ 本件株式取得により形成される結合関係 

   前記第１のとおり，大建は，①本件株式取得（Ｃ＆Ｈの株式を取得し，議決権の過

半数を取得すること）とともに，②ホクシンの株式を取得し，議決権保有比率を約１

５％に引き上げることを計画したものである。ホクシンが製造したＭＤＦは，現在，

全量がＣ＆Ｈを通じて販売されており，当事会社によれば，本件株式取得後も引き続

きホクシン製品全量をＣ＆Ｈを通じて販売するとしている。 

   上記①及び②のうち，独占禁止法に基づく届出の対象は①のみであるところ，①に

よりＣ＆Ｈは大建とホクシンの共同出資会社となり大建とホクシンの間に間接的な

結合関係が形成されると考えられること及び②により大建が直接ホクシンの株式に

係る議決権の約１５％を保有することに加え，両社間でＭＤＦの製造等に係る業務提

携関係が新たに構築されることを併せて考えれば，本件株式取得に伴う一連の行為に

より，大建ＧとホクシンＧの間に結合関係が形成されると考えられる。 

したがって，以下では，本件株式取得により大建ＧとホクシンＧの間に新たに結合

関係が形成されることを前提として検討を行う。 

 

第４ 一定の取引分野 

 １ 商品範囲 

ＭＤＦは木質材料の一種であり，木材チップを繊維化して接着剤を加えプレス成型

して製造されるところ，木材の繊維で構成されていることから，表面や切り口が平滑

であり，加工性に優れ，生木に特有の反りや乾燥割れなどの癖が少ない。ＭＤＦは，

主に床材などの内装建材の部材として使用されており，その直接の需要者は内装建材

メーカー等である。また，ＭＤＦを部材とする内装建材の購入者はハウスメーカー等

である。 

原材料となる木材チップの樹種，厚さ及び接着剤のタイプにより，異なる特性を有

するＭＤＦが製造されている。 

⑴ ＭＤＦの種類間の代替性 

ア 木材チップの樹種が異なるＭＤＦ間の代替性について 

ＭＤＦの原材料となる木材チップには，広葉樹と針葉樹の２種類（以下，広

葉樹チップを原材料としたＭＤＦを「広葉樹系ＭＤＦ」，針葉樹チップを原材料

としたＭＤＦを「針葉樹系ＭＤＦ」という。）がある。ＪＩＳでは両者は区別さ

れていないところ，両者を比較した場合，一般的に，広葉樹系ＭＤＦの方が耐

水性能に優れるという特性を有する一方，針葉樹系ＭＤＦの方が色が白く，下

地のＭＤＦの色が表面シートの色を損なわないという特性を有すると言われて

いる。 

両者の間の需要者にとっての代替性について，需要者に対するアンケート結

果によれば，広葉樹系（針葉樹系）ＭＤＦの価格が１０％程度上昇した場合，
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針葉樹系（広葉樹系）ＭＤＦに切り替える割合（数量ベース）は約３割に上っ

ている。また，価格相関分析を行ったところ，広葉樹系ＭＤＦと針葉樹系ＭＤ

Ｆの間に相関関係が認められた。 

以上から，広葉樹系ＭＤＦと針葉樹系ＭＤＦの間に需要者にとっての代替性

が認められ，両者を区別して取引分野を画定する必要はないと考えられる。 

 

イ 厚さの異なるＭＤＦ間の代替性について 

ＭＤＦは，２．５ｍｍ～３０．０ｍｍまで様々な厚さの製品があり，一般的

に，５．５ｍｍ以下のものは「薄物」，５．５ｍｍ超のものは「厚物」とされて

いる。薄物のＭＤＦは，主に表面材として合板等の表裏に貼り合わせて床材や

ドア等の基材となる一方で，厚物のＭＤＦは，ＭＤＦ単体で窓枠や階段等の基

材として用いられる。両者の間の需要者にとっての代替性について，需要者に

対するアンケート結果によれば，薄物（厚物）のＭＤＦの価格が１０％程度上

昇した場合，厚物（薄物）のＭＤＦに切り替える割合（数量ベース）は極めて

低く，したがって，両者の間に需要者にとっての代替性は認められない。 

また，供給者にとっての代替性について，ＭＤＦの製造設備には，プレス成

型を行う設備の違いにより連続プレス式と多段プレス式の二つがあるところ，

連続プレス式では製造できない厚みは基本的にないものの，生産効率の良い薄

物が主に製造されている。他方，多段プレス式では，生産効率の良い厚物が主

に製造されており，また，薄物のうち需要量の多い厚みの製品は製造できない。

したがって，供給者にとっての代替性は一定程度存在するが，その程度は弱い

と認められる。 

以上から，薄物のＭＤＦと厚物のＭＤＦを区別して取引分野を画定する必要

があると考えられる。 

 

ウ 接着剤のタイプが異なるＭＤＦ間の代替性について 

ＭＤＦは，接着剤のタイプにより，ＪＩＳによってユリア樹脂系のＵタイプ，

メラミン樹脂系のＭタイプ及びフェノール樹脂系のＰタイプの３つに区分され，

Ｕタイプ，Ｍタイプ，Ｐタイプの順に耐水性能が高くなる。 

まず，ＰタイプのＭＤＦは建築構造用用途に用いられるが，Ｕタイプ及びＭ

タイプのＭＤＦが使用される用途に用いられることはなく，他のタイプのＭＤ

Ｆと異なる特殊な製品と認められる。 

次に，ＵタイプのＭＤＦとＭタイプのＭＤＦの間の需要者にとっての代替性

について，需要者に対するヒアリングによれば，耐水性の高いＭタイプのＭＤ

Ｆは窓枠や床材等の湿気にさらされやすい特定の場所の部材に用いられ，家具

など耐水性能の要求されない用途には価格が安いＵタイプのＭＤＦが使われて
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おり，需要者は接着剤のタイプ（耐水性の強弱）によってＭＤＦを使い分けて

いる。また，需要者に対するアンケート結果によれば，Ｕタイプ（Ｍタイプ）

のＭＤＦの価格が１０％程度上昇した場合，Ｍタイプ（Ｕタイプ）のＭＤＦに

切り替える割合（数量ベース）は極めて低い。したがって，両者の間に需要者

にとっての代替性は認められない。 

供給者にとっての代替性について，現に同一の生産ラインで複数のタイプの

ＭＤＦを製造している場合には，ラインに投入する接着剤のタイプを替えるこ

とにより異なるタイプのＭＤＦを製造することが可能である一方，同一ライン

で複数のタイプの製品を製造していない場合には，接着剤のタンク等に係る設

備投資や製造ノウハウ等の問題から，同一ラインで異なるタイプのＭＤＦを製

造することは容易ではなく，供給者にとっての代替性は限定的であると認めら

れる。 

以上から，Ｕタイプ，Ｍタイプ及びＰタイプのＭＤＦを区別して取引分野を

画定する必要があると考えられる。 

なお，当事会社のうちホクシンＧはＰタイプのＭＤＦを製造販売しているも

のの，大建Ｇはこれを製造販売しておらず，両グループはＰタイプのＭＤＦに

ついて競争関係（水平関係）にないこと，また，大建Ｇの内装建材部門はＰタ

イプのＭＤＦを調達しておらず，両グループはＰタイプのＭＤＦについて取引

段階を異にする関係（垂直関係）にもないことから，以下では，ＰタイプのＭ

ＤＦについては検討しない。 

 

⑵ ＭＤＦとその他の木質材料との代替性について 

ＭＤＦと同じ用途に使用される木質材料として，合板（注１）及びパーティク

ルボード（以下「ＰＢ」という。）（注２）が存在する。このうち，合板について

は，需要者に対するヒアリングによれば，ＭＤＦに比べ表面の平滑性や加工性に

劣るといった意見や，価格変動が激しく使い勝手が悪いという意見がみられ，ま

た，薄物ＭタイプのＭＤＦの価格と合板の価格について価格相関分析を行ったと

ころ，これらに相関関係は認められなかった。次に，ＰＢについては，需要者に

対するヒアリングによれば，ＭＤＦと比較して安価であるものの，表面や断面の

平滑性に乏しく，強度も劣るため，一部の用途を除きＭＤＦと代替的に用いるこ

とは難しいとの意見が多くみられた。さらに，需要者に対するアンケート結果に

よれば，薄物ＭタイプのＭＤＦの価格が１０％程度上昇した場合，合板又はＰＢ

に切り替える割合（数量ベース）は５％弱にとどまっている。したがって，ＭＤ

Ｆと合板及びＰＢとの間の需要者にとっての代替性は低いと認められる。 

また，ＭＤＦの製造設備と合板及びＰＢの製造設備は異なり，供給者にとって

の代替性も認められない。 
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以上から，ＭＤＦと合板及びＰＢを区別して取引分野を画定する必要があると

考えられる。 

 

（注１）丸太をかつらむきした木材（単板）を繊維方向を交互に直交させて積

層し，接着剤で貼り合わせたものをいう。 

（注２）木材チップを細片化したものに接着剤を加え，プレス成型して板状に

したものをいう。 

 

 ⑶ 小括 

以上から，「薄物ＵタイプのＭＤＦ」，「厚物ＵタイプのＭＤＦ」，「薄物Ｍタイプ

のＭＤＦ」及び「厚物ＭタイプのＭＤＦ」を商品範囲として画定した。 

 

２ 地理的範囲 

日本国内で流通しているＭＤＦは，一部例外を除き，ＪＩＳの認証を得たＭＤＦで

あるが，これは，日本の需要者がＪＩＳに定める品質を満たした製品を選好して購入

しているためであり，この点において日本の需要者は海外の需要者とは性質が異なる。 

したがって，「日本全国（日本全国の需要者向けの市場）」を地理的範囲として画定

した。 

 

第５ 競争の実質的制限についての検討 

 １ 薄物ＭタイプのＭＤＦ 

当事会社は共に，薄物ＭタイプのＭＤＦの製造販売市場において有力な事業者であ

ることから，まず，本件株式取得が薄物ＭタイプのＭＤＦの競争に与える影響につ

いて検討を行う。 

⑴ 当事会社の地位及び競争の状況 

本件株式取得後の当事会社の合算市場シェアは約６５％（第１位），ＨＨＩは約

５，５００，ＨＨＩ増分は約１，８００であり，水平型企業結合のセーフハーバー

基準に該当しない。 

また，市場シェアが約３５％のＡ社（国内メーカー）という有力な競争事業者

が存在する。 
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【平成２３年度における薄物ＭタイプのＭＤＦの市場シェア】 

順位 会社名 市場シェア 

１ ホクシンＧ（Ｃ＆Ｈ） 約４５％ 

２ Ａ社 約３５％ 

３ 大建Ｇ 約２０％ 

－ 海外メーカー 僅少 

合計 １００％ 

 

⑵ 供給余力 

ＭＤＦメーカー各社の設備稼働率はおおむね１００％であり，操業時間の調整

や生産設備の改善等により，設備増強を行わなくとも一定量の増産が可能ではあ

るが，各社とも供給余力が十分にあるとは認められない。 

 

⑶ 海外メーカー品からの競争圧力 

現在，海外メーカー品は国内でほとんど流通しておらず，需要者に対するヒア

リングでは，薄物ＭタイプのＭＤＦについて，海外メーカー品では必要な性能を

確保できないとの意見がみられた。 

したがって，海外メーカー品からの競争圧力は認められない。 

 

⑷ 参入圧力 

少子化や人口減少の流れの中，今後住宅着工件数が劇的に伸びるということは

考えにくい中で，ＭＤＦの製造設備の導入には数十億円の投資が必要となること，

また，原材料チップの調達先を新たに確保することが必ずしも容易ではないこと

から，新規参入の可能性は低いと考えられる。 

したがって，参入圧力は認められない。 

 

⑸ 隣接市場からの競争圧力 

前記第４の１⑵のとおり，薄物ＭタイプのＭＤＦの価格が上昇したとしても，

直接の需要者である内装建材メーカーが合板又はＰＢに切り換える割合は低く

（５％弱），（直接的な）隣接市場からの競争圧力が働いているとは認められない。 

 

⑹ 内装建材製品レベルでの合板等との代替性に関する当事会社の主張とその評価 

ア 当事会社の主張 

当事会社は，内装建材製品のレベルにおいて，薄物ＭタイプのＭＤＦは合板

等と代替性を有しており，間接的な隣接市場からの競争圧力がある旨主張して

いる。 
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具体的には，薄物ＭタイプのＭＤＦは，その需要量のほとんどが床材の基材

の一構成要素として用いられる（合板に薄物ＭタイプのＭＤＦを貼り合わせて

床材の基材として用いられる。以下，当該基材を「『薄物ＭＤＦ＋合板』基材」

という。）ところ，床材の完成品においては，「薄物ＭＤＦ＋合板」基材の床材

が，合板のみの基材（以下「合板基材」という。）の床材等と競合関係にあり，

仮に薄物ＭタイプのＭＤＦの価格が上昇すれば，「薄物ＭＤＦ＋合板」基材の床

材の価格が上昇するため，合板基材の床材等に需要がシフトすると考えられる

ことから，合板等が薄物ＭタイプのＭＤＦの間接的な隣接市場として競争圧力

を与えていると主張している。 

 

イ 当事会社の主張に対する検討と評価 

 床材の基材としては，「薄物ＭＤＦ＋合板」基材のほかに，合板基材が広く用

いられている。近年，「薄物ＭＤＦ＋合板」基材の床材の割合が増加しつつある

が，依然として合板基材の床材の方が多くを占めている。 

 床材には，色・柄・つやなどの見た目（性質面）の違いや，傷の付きにくさ

や汚れの落ちやすさといった性能面の違いにより，様々な製品が存在するが，

床材メーカーは，自社の技術・経験等に基づき，基材の種類（「薄物ＭＤＦ＋合

板」基材か合板基材か）や表面シート・塗装等を適宜工夫しつつ，求められる

性質・性能の床材を製造している。床材の購入者であるハウスメーカー等から

のヒアリングによれば，「薄物ＭＤＦ＋合板」基材でなければ発揮できない特定

の性質・性能は存在しないことから，床材の購入者は「薄物ＭＤＦ＋合板」基

材の床材を指定して購入するといったことはなく，「薄物ＭＤＦ＋合板」基材の

床材の価格が上昇すれば，同等の性質・性能を有する合板基材の床材に容易に

切り替えることができるとしている。 

 以上のとおり，「薄物ＭＤＦ＋合板」基材の床材と合板基材の床材が存在し，

床材の購入者は基材の種類にこだわることなく，自社の求める床材を選択・調

達しており，両者は激しく競争している実態にあることから，間接的な隣接市

場からの競争圧力が認められる。したがって，本件株式取得により，「薄物ＭＤ

Ｆ＋合板」基材の床材の価格が上昇するなどの競争制限効果が生じるおそれは

ないと考えられる。 

 

⑺ 垂直型市場閉鎖に係る検討 

ア 垂直型市場閉鎖が競争に与える影響 

当事会社のうち大建Ｇは，ＭＤＦメーカーであるとともにＭＤＦ等を用いて

床材等の内装建材を製造する内装建材メーカーでもあるのに対し，ホクシンＧ

はＭＤＦの専業メーカーである。したがって，本件株式取得は，ＭＤＦ専業メー
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カーであるホクシンＧと内装建材メーカーである大建Ｇとの垂直型企業結合の

側面を有することから，ホクシンＧがＭＤＦ製造部門を有さない床材メーカー

（以下「独立系床材メーカー」という。）に販売していたＭＤＦについて，大建

Ｇに優先的に有利な条件で販売するようになること（垂直型市場閉鎖）が考え

られる。実際，大建Ｇは床材市場において有力な事業者であり，床材の製造に

ついて十分な供給余力を有することから，本件株式取得後にホクシンＧのＭＤ

Ｆを優先的に自社で調達し，床材の生産量を増加させる能力とインセンティブ

を有すると考えられる。 

 独立系床材メーカーの中には，自社の技術等に鑑み，専らＭＤＦの表面平滑

性等を活用しながら特定の性質・性能を確保しているメーカーもあり，そういっ

たメーカーは，ＭＤＦの価格が上昇したりＭＤＦの調達が困難となったからと

いって，容易に合板に切り替えられるわけではない。前記⑴～⑸で検討したと

おり，床材の部材となる薄物ＭタイプのＭＤＦについて有力な競争事業者が１

社存在するものの当該事業者に十分な供給余力は認められず，海外メーカー品

からの競争圧力や参入圧力，直接的な隣接市場からの競争圧力が認められない

という状況にある中で，市場シェア約４５％のホクシンＧのＭＤＦについて垂

直型市場閉鎖が行われれば，独立系床材メーカーが競争的な行動をとることが

困難になると考えられる。 

 この点について，独立系床材メーカーに対するアンケートやヒアリングの結

果によれば，本件株式取得後，ホクシンＧのＭＤＦが大建Ｇの内装建材部門に

優先的に供給されることにより，ホクシンＧのＭＤＦの自社への供給量が減少

すること等を懸念する意見が多くみられた。 

 

イ 大建が申し出た措置 

当事会社に前記アのとおり指摘したところ，大建は，次のような措置を講じ

ることを申し出た。 

① 大建は，本件株式取得実行後５年間，Ｃ＆Ｈが大建Ｇ（大建の製造委託

先を含む。）以外の取引先（以下「外販先」という。）に対して販売する薄

物ＭタイプのＭＤＦに関し，Ｃ＆Ｈをして，外販先に対し，価格・数量・

納期・品質・規格（厚さ・寸法等）等の取引条件について，大建Ｇに対し

て供給する場合と実質的に同等かつ合理的な条件で引き合いに応じさせる。

ただし，Ｃ＆Ｈの事業年度ごとの外販先に対する販売数量（立方メートル

単位）（以下「外販数量」という。）が，直近５事業年度の外販数量（事業

年度当たり）の最大値を超える場合はこの限りではない。 

② 大建は，本件株式取得実行後５年間，６か月に１回，Ｃ＆Ｈの取引先ご

との薄物ＭタイプのＭＤＦの販売実績（受注日・価格・数量・納期・品質・
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規格（厚さ・寸法等）等）について，当委員会に報告をする。 

 

ウ 大建が申し出た措置の評価 

大建が申し出た措置は，本件株式取得後一定期間（５年間），Ｃ＆Ｈが販売

する薄物ＭタイプのＭＤＦに関し，価格等の取引条件について大建Ｇに供給

する場合と実質的に同等かつ合理的な条件で，外販先に対し，従来の販売数

量と同等の数量を販売することを確約するものである。 

まず，本件措置の実行期間中（５年間）については，独立系床材メーカー

にとって，大建Ｇと実質的に同等かつ合理的な条件で，ホクシンＧから従来

の数量の薄物ＭタイプのＭＤＦを調達できることから，当該メーカーが競争

的な行動をとることが困難となるおそれはないと考えられる。 

また，措置の期限を５年間とすることについて，薄物ＭタイプのＭＤＦを

用いて特定の性質・性能を確保している独立系床材メーカーであっても，５

年程度の期間をかければ，当該性質・性能を有する床材を「薄物ＭＤＦ＋合

板」基材とは別の基材（合板基材等）を用いて製造することは十分に可能で

あると認められることから，本件措置終了後も当該メーカーが引き続き競争

的な行動をとることが可能であると認められる。 

したがって，大建が申し出た措置を踏まえれば，本件株式取得による垂直

型市場閉鎖は生じないと考えられる。 

 

⑻ 独占禁止法上の評価 

 以上のとおり，薄物ＭタイプのＭＤＦについて，当事会社の合算市場シェア

が約６５％となり，有力な競争事業者が１社存在するものの十分な供給余力は

認められず，海外メーカー品からの競争圧力や参入圧力，直接的な隣接市場か

らの競争圧力が認められない状況にあるが，薄物ＭタイプのＭＤＦの主たる用

途である床材について，「薄物ＭＤＦ＋合板」基材の床材と合板基材の床材が活

発に競争しており，間接的な隣接市場からの競争圧力が認められることから，

「薄物ＭＤＦ＋合板」基材の床材の価格が上昇するなどの競争制限効果が生じ

るおそれはないこと，また，大建が申し出た措置を前提とすれば垂直型市場閉

鎖は生じないと認められることから，本件株式取得により，当事会社の単独行

動又は競争事業者との協調的行動によって薄物ＭタイプのＭＤＦの取引分野に

おける競争が実質的に制限されることとはならないと認められる。 
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 ２ 厚物ＭタイプのＭＤＦ 

  ⑴ 当事会社の地位及び競争の状況 

本件株式取得後の当事会社の合算市場シェアは約６５％（第１位），ＨＨＩは約

５，４００，ＨＨＩ増分は約８００であり，水平型企業結合のセーフハーバー基

準に該当しない。 

また，市場シェアが約３０％のＢ社（国内メーカー）という有力な競争事業者

が存在する。 

当事会社のうち，大建Ｇの市場シェアは約５％と小さく，薄物ＭタイプのＭＤ

Ｆと比較して厚物ＭタイプのＭＤＦの製造販売市場における大建Ｇの地位は低い。 

 

【平成２３年度における厚物ＭタイプのＭＤＦの市場シェア】 

順位 会社名 市場シェア 

１ ホクシンＧ（Ｃ＆Ｈ） 約６０％ 

２ Ｂ社 約３０％ 

３ 大建Ｇ 約５％ 

４ Ｃ社 約０—５％ 

－ 海外メーカー 僅少 

合計 １００％ 

 

⑵ 供給余力，海外メーカー品からの競争圧力，参入圧力，隣接市場からの競争圧

力 

前記第５の１の薄物ＭタイプのＭＤＦと同様の状況であり，各社とも十分な

供給余力は認められず，海外メーカー品からの競争圧力，参入圧力，（直接的な）

隣接市場からの競争圧力も認められない。 

 

⑶ 内装建材製品レベルでの合板との代替性 

  厚物ＭタイプのＭＤＦは，その需要量のほとんどが窓枠の基材として用いら

れる（以下，当該基材を「厚物ＭＤＦ基材」という。）ところ，厚物ＭＤＦ基材

の窓枠と合板基材の窓枠が競合しており，間接的な隣接市場からの競争圧力が

認められる。この点は，薄物ＭタイプのＭＤＦの需要量のほとんどが床材の基

材として用いられており，「薄物ＭＤＦ＋合板」基材の床材と合板基材の床材が

競合しているのと同様の構図である。 

 

⑷ 独占禁止法上の評価 

薄物ＭタイプのＭＤＦと比較して，厚物ＭタイプのＭＤＦの製造販売市場に

おける大建Ｇの地位は低く，本件株式取得が厚物ＭタイプのＭＤＦの取引分野
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における競争に与える影響は相対的に小さい状況にあるとともに，間接的な隣

接市場からの競争圧力が認められることから，本件株式取得により厚物ＭＤＦ

基材の窓枠の価格が上昇するなどの競争制限効果が生じるおそれはないと認め

られる。 

     他方，薄物ＭタイプのＭＤＦと同様，本件株式取得はＭＤＦ専業メーカーであ

るホクシンＧと内装建材メーカーである大建Ｇとの垂直型企業結合の側面があ

り，本件株式取得によりＭＤＦ製造部門を有さない窓枠メーカーが競争的な行動

をとることが困難となると考えられることから，大建は，厚物ＭタイプのＭＤＦ

に関しても一定の措置（前記第５の１⑺イに記載の薄物ＭタイプのＭＤＦに関す

る措置と同様の措置）を講じる旨申し出ており，当該措置を前提とすれば，本件

株式取得による垂直型市場閉鎖は生じないと認められる。 

     したがって，本件株式取得により，当事会社の単独行動又は競争事業者との協

調的行動によって厚物ＭタイプのＭＤＦの取引分野における競争が実質的に制

限されることとはならないと認められる。 

 

３ 薄物ＵタイプのＭＤＦ及び厚物ＵタイプのＭＤＦ 

⑴ 当事会社の地位及び競争の状況 

薄物ＵタイプのＭＤＦについて，本件株式取得後の当事会社の合算市場シェア

は約５０％（第１位），ＨＨＩは約３，５００，ＨＨＩ増分は約１，２００であり，

水平型企業結合のセーフハーバー基準に該当しない。また，市場シェアが約２５％

のＤ社（国内メーカー）及び約１５％のＥ社（国内メーカー）という有力な競争

事業者が存在する。 

厚物ＵタイプのＭＤＦについて，本件株式取得後の当事会社の合算市場シェア

は約５０％（第１位），ＨＨＩは約３，３００，ＨＨＩ増分は約１，２００であり，

水平型企業結合のセーフハーバー基準に該当しない。また，市場シェアが約２５％

のＧ社（国内メーカー）並びに約１０％のＨ社及びＩ社（いずれも国内メーカー）

という有力な競争事業者が存在する。 
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【平成２３年度における薄物ＵタイプのＭＤＦの市場シェア】 

順位 会社名 市場シェア 

１ 大建Ｇ 約３５％ 

２ Ｄ社 約２５％ 

３ ホクシンＧ（Ｃ＆Ｈ） 約１５％ 

４ Ｅ社 約１５％ 

５ Ｆ社 約５％ 

－ 海外メーカー 約５％ 

合計 １００％ 

 

【平成２３年度における厚物ＵタイプのＭＤＦの市場シェア】 

順位 会社名 市場シェア 

１ ホクシンＧ（Ｃ＆Ｈ） 約３０％ 

２ Ｇ社 約２５％ 

３ 大建Ｇ 約２０％ 

４ Ｈ社 約１０％ 

５ Ｉ社 約１０％ 

－ 海外メーカー 約５％ 

合計 １００％ 

     

⑵ 供給余力，参入圧力，隣接市場からの競争圧力 

前記第５の１の薄物ＭタイプのＭＤＦと同様の状況であり，各社とも十分な

供給余力は認められず，参入圧力，（直接的な）隣接市場からの競争圧力も認め

られない。 

 

⑶ 海外メーカー品からの競争圧力 

ＵタイプのＭＤＦについては，需要者の品質に対する要求水準がＭタイプほ

ど高くはなく，ＭタイプのＭＤＦの海外メーカー品が国内でほとんど流通して

いないのに対し，ＵタイプのＭＤＦの海外メーカー品の市場シェアは薄物・厚

物共に約５％となっており，海外メーカー品が一定量流通している状況にある。 

需要者に対するヒアリングによれば，韓国やインドネシアの海外メーカーが

製造するＪＩＳの認証を得ているＵタイプのＭＤＦを一定量購入している実態

がみられたほか，需要者に対するアンケート結果によれば，海外メーカーが製

造するＪＩＳの認証を得ていないＵタイプのＭＤＦを使用して，建具（室内ド

ア等）の表面材や家具の表面材等を製造している需要者がみられた。 

したがって，海外メーカー品からの一定程度の競争圧力が働いていると認め
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られる。 

 

⑷ 内装建材製品レベルでの合板等との代替性 

  ＵタイプのＭＤＦは，建具や家具など，耐水性が必要とされない用途に用い

られる。ＵタイプのＭＤＦのそれぞれの用途において，合板やＰＢ等が代替的

に用いられている実態にあり，ＭＤＦでなければ発揮できない特定の性質・性

能は認められず，ＵタイプのＭＤＦを部材とする内装建材と合板等を部材とす

る内装建材が競合しており，間接的な隣接市場からの競争圧力が認められる。 

 

   ⑸ 独占禁止法上の評価 

     薄物ＵタイプのＭＤＦ及び厚物ＵタイプのＭＤＦについて，当事会社の合算市

場シェアがそれぞれ約５０％となり，各社とも供給余力が十分にはない状況であ

るが，有力な競争事業者が２～３社存在し，海外メーカー品からの競争圧力が一

定程度認められるほか，間接的な隣接市場からの競争圧力が働いていることから，

本件株式取得により薄物ＵタイプのＭＤＦ及び厚物ＵタイプのＭＤＦを部材と

する内装建材製品の価格が上昇するなどの競争制限効果が生じるおそれはない

と認められる。 

     また，ＭタイプのＭＤＦと同様，ＵタイプのＭＤＦについても，ＭＤＦ専業メー

カーであるホクシンＧが内装建材メーカーである大建Ｇの一員となることによ

る垂直型市場閉鎖の懸念が生じ得るが，需要者が当事会社からＵタイプのＭＤＦ

を調達することが困難となったとしても，当事会社以外にもＵタイプを製造する

ＭＤＦメーカーが２～３社存在すること，海外メーカー品で代替することも一定

程度可能であることから，本件株式取得によりＵタイプのＭＤＦを使用する内装

建材メーカーが競争的な行動をとることが困難となるおそれはないと認められ

る。 

したがって，本件株式取得により，当事会社の単独行動又は競争事業者との

協調的行動によって薄物ＵタイプのＭＤＦ及び厚物ＵタイプのＭＤＦの取引分

野における競争が実質的に制限されることとはならないと認められる。 
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